
公立大学法人福知山公立大学の地方独立行政法人会計に関する 

アドバイザリー業務仕様書 

 

１ 委託業務名 

  公立大学法人福知山公立大学の地方独立行政法人会計に関するアドバイザリー業務 

 

２ 業務の目的 

公立大学法人福知山公立大学が地方独立行政法人会計基準の理解を深めるとともに、日々

の会計処理、内部統制について指導・助言を受け、適正な決算書類を作成することを目的と

する。 

 

３ 履行場所 

公立大学法人福知山公立大学事務局（京都府福知山市字堀３３７０） 

 

４ 委託期間 

契約締結の日から締結日の属する事業年度（平成２８年度）の財務諸表についての地方独

立行政法人法（以下「法」という。）第３４条第１項の規定に基づく市長の承認の日まで。

ただし、法第３９条の規定による解任等特段の事情がなければ、翌事業年度（平成２９年度）

及び翌々事業年度（平成３０年度）についても再任するものとする。 

 

５ 業務内容 

 （１）中間決算 

     中間決算を行うために、関係書類を作成することを目途として指導・助言を行う。財

務諸表等の数値の確認・表示の検討を行う。また、電話・Ｅメールにより随時相談対応

を行う。 

 （２）最終決算 

     最終決算の実施にあたって、財務諸表等（貸借対照表、損益計算書、利益の処分に関

する書類、キャッシュフロー計算書、行政サービス実施コスト計算書、付属明細書、決

算報告書、事業報告書）の作成に必要な指導・助言を行う。現金・固定資産・図書等の

実査を行う。また、電話・Ｅメールにより随時相談対応を行う。なお、この支援は福知

山市長に財務諸表を提出し、その承認を受けるまで継続して行うものとする。 

 （３）日常の会計業務 

     日常的な会計処理、内部統制の運用状況の確認・改善提案に関して、指導助言を行う。

また、電話・Ｅメールにより随時相談対応を行う。 

 

 



６ 業務の実施条件等 

 （１）契約者は、当法人担当者と連絡を密にし、意思の疎通を図るように心がけなければなら

ない。 

 （２）契約者は、本業務で知り得た内容について、第三者に漏らしてはならない。 

 （３）本使用書に記載の無い事項並びに本業務に関して疑義が生じた場合は、当法人担当者と

協議の上、その指示に従うものとする。 


